




































































































































































1 ､ 問 題 状 況
本件では，留保所有権を破産手続において別除権として行使する際，Xが何らかの要件を具
備するべきか，そして今回のXはその要件を具備していたかが問われた。これについては，最





















































































































































































































































































































































































































































5) 最判昭和33年 3 月14日民集12巻 3 号570頁，最判昭和41年 6 月24日集民83号939頁，最判昭和50年 2 月28日
民集29巻 2 号193頁などは，所有権的構成に親和的な裁判例であるといえる。それに対して，最一判昭和42
年 4 月27日判時492号55頁，最三判昭和47年11月21日民集26巻 9 号1657頁，最一判昭和49年 7 月18日民集28
巻 5 号743頁，最三判昭和57年 3 月30日民集36巻 3 号484頁，最二判昭和58年 3 月18日判時1095号104頁など








6) 下級審レベルでは，破産手続において別除権にあたると判示したものに，札幌高決昭和61年 3 月26日金法
1149号42頁，会社更生手続において更生担保権にあたると判示したものに，諏訪簡判昭和50年 9 月22日判時
822号93頁，大阪地判昭和54年10月30日判時957号103頁がある。
7) 伊藤眞『破産法・民事再生法［第 2 版］』(有斐閣，2009年)673頁。
8) 物権変動の方向については，和田勝行「判批(最判平成22年)」論叢170巻 1 号120頁以下の分析，留保所
有権の「移転」については，合意による権利発生と権利移転を区別する関武志「民事再生手続におけるクレ
ジット会社の法的地位 最判平成22年 6 月 4 日民集64巻 4 号1107頁の事件を素材にして (上)(下)」判
































17) 小峯勝美「クレジット取引と自動車の所有権留保( 5・完)」NBL435号(1989年)24頁，佐藤・前掲注( 4 )
41頁，野村秀敏「判批(最判平成22年)」金判1353号(2010年)18頁を参照。
18) 田髙・前掲注( 5 )242頁。田髙は，登記・登録等が不可能な動産については，それを他の動産と区別困難
であることは，占有改定を否定する根拠とするのではなく，物権においての対象物の特定性が認められない
ことから，別除権行使を認めるべきでなかったと主張している。
19) 拙稿・前掲注( 9 )479-480頁。
20) 杉本和士「本件判批」法教432号(2016年)165頁［判例セレクトMonthly］。
21) 拙稿「留保所有権を別除権として行使するための要件(東京地判平成27年 3 月 4 日判時2268号61頁及び
東京地判平成25年 4 月24日 LEX/DB 文献番号25512638)」立正49巻 2 号(2016年)123頁以下で詳論した。
〈付記 1 〉 本稿投稿後，本件と同様の事実関係のもとで下された裁判例が現れたため，それについて付言して
おきたい。
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